
（単位：円）

予　算　額 1月～5月までの計 累計 予　算　額 1月～5月までの計 累計

一 般 会 計 14,780,317,000 4,798,701,411 14,675,168,965 一 般 会 計 14,780,317,000 5,663,121,007 13,468,324,738

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,417,604,000 1,428,179,558 3,225,512,216 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,417,604,000 1,293,779,053 3,225,511,598

後期高齢者医療特別会計 680,318,000 284,800,562 678,306,948 後期高齢者医療特別会計 680,318,000 247,455,797 664,224,499

介 護 保 険 特 別 会 計 2,833,492,000 1,075,654,106 2,672,014,720 介 護 保 険 特 別 会 計 2,833,492,000 861,049,706 2,659,900,155

介 護 サ ー ビ ス 特 別 会 計 35,233,000 12,430,620 30,087,339 介 護 サ ー ビ ス 特 別 会 計 35,233,000 7,731,307 30,087,339

合　　　　　　　　計 21,746,964,000 7,599,766,257 21,281,090,188 合　　　　　　　　計 21,746,964,000 8,073,136,870 20,048,048,329

（繰越明許費を含む）

　全会計の令和７年度の１月～５月までの収入額は、約76億円です。令和６年度同時期の収入額は約73億9千万円でしたので、2億1千万円の増額となっています。

　収入額が令和６年度に対して増加している主な要因は、いなみ野体育センター空調設備設置工事にかかる起債によるものです。

　また、全会計の令和７年度の１月～５月までの支出額は、約80億7千万円です。令和６年度の同時期の支出額は約75億1千万円でしたので、5億6千万円の増額となっています。

　支出額が令和６年度に対して増加している主な要因は、小・中学校のタブレット端末更新費用によるものです。

　累計では、全会計において、収入が支出を上回っていますので令和７年度も黒字を維持しており、これで昭和51年度から連続50年黒字決算となっています。

令　和　7　年　度　　　財　政　事　情　の　概　況
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（単位：円）

予　算　額 1月～5月までの計 累計 予　算　額 1月～5月までの計 累計

町 税 4,334,529,000 1,050,652,744 4,430,856,628 議 会 費 128,714,000 22,606,465 126,176,270

地 方 譲 与 税 102,899,000 33,994,000 104,714,000 総 務 費 1,830,141,000 1,013,481,877 1,721,732,356

利 子 割 交 付 金 6,000,000 1,329,000 8,847,000 民 生 費 5,453,070,000 2,329,107,590 5,131,226,046

配 当 割 交 付 金 41,000,000 41,300,000 55,266,000 衛 生 費 896,994,000 305,590,670 824,282,529

株式等譲渡所得割交付金 30,000,000 81,471,000 81,471,000 労 働 費 28,867,000 1,984,916 27,903,952

法 人 事 業 税 交 付 金 78,000,000 28,206,000 91,198,000 農 林 水 産 業 費 470,327,000 210,027,589 445,954,711

地 方 消 費 税 交 付 金 779,000,000 231,775,000 834,203,000 商 工 費 583,499,000 28,964,289 238,857,811

環 境 性 能 割 交 付 金 26,000,000 5,523,000 20,862,000 土 木 費 1,202,733,000 261,637,115 1,123,019,307

地 方 特 例 交 付 金 40,000,000 3,080,000 42,030,000 消 防 費 502,690,000 36,344,684 492,598,296

地 方 交 付 税 2,461,354,000 141,521,000 2,572,636,000 教 育 費 2,638,744,000 909,193,970 2,316,561,156

交通安全対策特別交付金 4,049,000 1,651,000 3,449,000 災 害 復 旧 費 3,000 0 0

分 担 金 及 び 負 担 金 15,529,000 5,670,041 16,811,641 公 債 費 947,810,000 468,732,898 944,186,883

使 用 料 及 び 手 数 料 96,868,000 22,939,920 95,847,062 諸 支 出 金 76,725,000 75,448,944 75,825,421

国 庫 支 出 金 2,595,568,000 1,003,740,856 2,245,537,888 予 備 費 20,000,000 0 0

県 支 出 金 1,401,062,000 985,855,611 1,341,701,042 合 計 14,780,317,000 5,663,121,007 13,468,324,738

財 産 収 入 215,391,000 22,268,435 193,852,207

寄 附 金 272,214,000 68,271,000 211,029,388

繰 入 金 477,023,000 475,093,000 475,093,000

繰 越 金 1,080,593,000 0 1,080,593,904

諸 収 入 432,538,000 312,659,804 485,070,205

町 債 290,700,000 281,700,000 284,100,000

合 計 14,780,317,000 4,798,701,411 14,675,168,965

（繰越明許費を含む）

　収入：合計で約146億8千万円で、令和６年度（約137億円）より約9億8千万円増加しています。町税や小・中学校のタブレット端末更新に伴う県支出金の増が主な要因です。

　支出：合計で約134億7千万円で、令和６年度（約126億2千万円）より約8億5千万円増加しています。小・中学校のタブレット端末更新費用による増が主な要因です。
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